
郵政に働く非正規労働者の 

正社員化と均等待遇を求める要請署名 
 

日本郵政グループ各社には、全国で 208,604人（平成 22年 4月期）の非正規社員が働き、仕事も責任

も正社員と同様でありながら、平均給与では正社員の１／３という賃金実態とともに、諸休暇や手当等で

待遇面での格差が存在しています。 

こうした郵政における雇用実態について、郵政改革素案において、「高い非正規雇用率と、給与水準が

低いこと等が社員のモチベーションや安定的なサービス提供の面で問題となっている」と指摘され、安定

した雇用の中で社員が適切に業務を遂行する環境をつくることを求めました。 

先の国会に提出された郵政改革法案では「労働環境の整備」として明記され、改善の方向性として「希

望する人全員を正社員にすべき」と当時の郵政改革担当大臣が積極的な国会答弁をおこない、2010年 12

月 1日付けで 8,438人の正社員化を行ないましたが、正社員として働くことを希望した非正規社員の期待

に叶うものにはなりませんでした。 

齋藤社長は「非正規社員も含めて現場で働いている人たちが、仕事に誇りを持ち、将来に希望を持って

働いて行けるような環境をつくるということが、経営者としての私の基本的な責務」と述べています。 

正規雇用があたりまえの社会を実現するために、以下の項目について早急に実現していただくよう要請い

たします。 

 

（要請事項） 

１． 希望する非正規社員の正社員化を行なうこと 

２． 正社員化にあたっては公正・公平な正社員登用をおこなうこと 

３． 非正規社員の時給を最低でも１２００円以上に引き上げること。 

４． 勤務時間や出勤日数削減をやめ、生活できる賃金を保障すること。 

５． 年次有給休暇、育児休暇、夏期及び冬期休暇等、正規社員並みの待遇を保障すること。 
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日本郵政株式会社 
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この署名は個人情報保護法に基づいて使用し、上記目的以外には使用しません。 

 

（取り扱い団体）  郵政労働運動の発展をめざす全国共同会議 

 

  署名取り扱い  ＮＰＯ法人ゆうせい非正規労働センター 


